
開催セミナーのご案内 

●無料 Web セミナー● Zoom ウェビナー形式にて配信 

令和 3 年 7 月 15 日（木） 時間 10：30～12：00（入場 10：00～） 

内容：「積極経営のための制度活用術」 講師：税理士 藤井英雄、税理士 野澤和也 

●無料相談会● 同時期に開催予定。専門家が経営/労務/相続/遺言/法務のご相談を承ります。 

※セミナー・相談会ともお申込、お問い合わせは 0258-36-2685 または弊社 H.P.まで 

※内容のご質問等については、TEL 0258-36-2685  担当 小林・近藤 まで 

※配信中止等のお問い合わせは、ホームページ https://www.3d-m.jp/contact/others/ 

帳簿等の保存方法を 
見直しませんか 

帳簿や書類の 

保存ルールが緩和 

 

・・・文章中のこのマーク   をクリックして詳しい情報をどうぞ・・・ 

 

＜税務＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ワンポイント 通信 
第４３３号 ２０２１年７月１日発行 

E-mail pro@3d-m.jp  Web https://www.3d-m.jp/ 

TEL 0258-36-2685    FAX 0258-35-2820  

 電子保存 

　電子帳簿保存法とは、一定の要件を満たした上で、国税関係の帳簿類や証憑類の全部、または一部を電子データで保存することを認めた法律です。この法律が改正され令和4年1月1日に施行されます。

事前承認制度の廃止	
　電子帳簿等保存（電子的に作成した帳簿・書類をデータのまま保存）したときや、スキャナ保存（紙で受領･作成した書類を画像データで保存）した場合には、税務署長の事前承認が必要でしたが、事前承認は不要とされました。


電子帳簿の保存要件が緩和されました
　改正前は、信頼性の高いシステムしか認めていませんでしたが、以下の要件を満たせば、電子帳簿での保存が可能となりました。
・正規の簿記の原則（一般的には複式簿記）に従って記録されるもの
・システム関係書類（システム概要書、操作説明書等）の備付
・電子計算機、プリンタ等の操作マニュアルを備付、画面に出力できる状態にする
・税務職員による国税関係帳簿書類データのダウンロードの求めに応じること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

タイムスタンプ要件等の緩和
　受領者本人が電子化する場合には自署の上、３営業日以内にタイムスタンプ（認定タイムスタンプ局から付与される、ある時刻にその電子データが存在していたことと、それ以降改ざんされていないことを証明するもの）を付与する必要がありました。改正後は、署名が不要となり、タイムスタンプの付与期間が最長約２か月と概ね７営業日以内と延長されました。
　又、電子データの訂正・削除をしたことの事実及び内容を確認できるシステムであれば、タイムスタンプ付与に代わり、クラウド等での保存対応が可能になりました。




